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1．地球環境問題と企業の環境報告
近年，経済発展志向の社会経済システムにおいて地
球環境問題が起きてきた。地球環境問題とは，人間の
活動により地球全体またはその広範な部分の環境に影
響を及ぼす事態である。人間の活動は，自然に働きか
け，資源を費消し，その恵みを技術と工夫によって享
受することで成り立ってきた。過去，大気・水などの
自然資源は無限にあるという意識の下，自由に使用
し，有害物質も含めて自由に廃棄してきた。自然は流
域機能，汚染の希釈，土壌保全，気候調節などを提供
しており，市場価値にすると 42兆ドルとの試算があ
る。人類はその環境に大きな負荷をかけ，地球上で利
用できる淡水や植物成長量の半分以上を費消し，原材
料や資源の 9割以上を浪費している。その結果，自
然・生態系に影響を及ぼし，地球規模での環境問題が
認識されるようになった。
日本における環境問題としては，1950年台に水俣
病，イタイイタイ病，1961年に四日市ぜんそく，
1968年にカネミ油症などが発生し，1970年代に大き
な社会問題となった。これらは地域限定的な環境問題
である公害問題であり，概して原因と結果が結び付け
やすく，また加害者と被害者を特定しやすかった。し
たがって公害の原因物質の排出を抑制するという視点
に立ち，法律，条例あるいは公害防止協定等を中心と
した規制的措置により，相応の結果が得られた。
しかし 1990年代以降，地球温暖化，オゾン層の破
壊，酸性雨，砂漠化，熱帯林の破壊，エネルギー資
源・水資源・天然資源の枯渇や生物多様性の喪失等，
地球規模の広域的な環境問題が深刻化してきた。この＊ 専修大学商学部准教授
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ような地球環境問題は，かつての公害問題のように原
因と結果，加害者と被害者が単一的に特定できるもの
ではなく，多数の要素が複雑に結び付いて発生してき
た。その経緯を見ると，産業の規模と範囲の拡大，人
口の急激な増加，経済のグローバル化等により，人間
の活動による環境負荷が，地球が本来持っている自然
回復力・汚染浄化能力を超過し，情報通信技術の高度
化により，人間が認知する環境問題の質・量・範囲が
格段に広がってきた。さらに生態系が有する食物連鎖
や循環システムの破壊も危惧されるようになってきて
いる。このままの人間活動が継続されていくと，将来
世代が現在世代と同様の自然の恵みを享受することが
不可能となる。
このような状況において，企業活動による環境への
影響も広範かつ複雑になっており，かつての公害問題
のように規制的対応を中心とした環境対策だけでは効
果は限られる。企業は，環境への配慮を企業経営に統
合する「環境経営」を求められるようになり，さらに
「環境経営」という概念に基づいた事業活動における
環境配慮の取組状況を積極的に情報開示し，社会から
の評価を受け，経営にフィードバックしていくための
仕組みが求められている。このような社会的説明責任
や環境コミュニケーションの重要性が提言され，その
ツールとして環境報告書の役割が大きくなっている。
また消費や投融資においても，環境に配慮した行動が
スクリーニングされるようになり，その際，環境報告
書は企業の環境配慮の取組状況に関する有用な情報を
提供するものとして活用されている。金融機関をはじ
め，企業や個人投資家が投融資の意思決定を行う際の
企業評価ツールとしても，環境報告書の有用性が高
まっている。
環境省『環境にやさしい企業行動調査結果（平成
21年度における取組に関する調査結果）』（平成 22年
11月）1）によると，平成 21年度には，「環境報告書
（CSR報告書，持続可能性報告書等の一部も含む）を
作成・公表している」と回答した企業数は，有効回答
数 3，036社のうち上場，非上場併せて 1，091社（35．9
％）となっている（図表 1参照）。上場，非上場別で
みると，上場企業は 624社（54．6％），非上場企業は
467社（24．7％）である。売上高別にみると，1千億
円以上の企業では，「環境報告書（CSR報告書，持続
可能性報告書等の一部も含む）を作成・公表」が 8割
以上と高くなっている。一方で，「作成していない」
は 50～100億円未満の企業で 61．7％と高くなってい
る（図表 2参照）。
2．「環境報告」から「CSR／サステナビリティ報
告」へ
さらに昨今，国際的に企業の社会的責任（CSR:Cor-
porate Social Responsibility）への関心が高まり，その
観点から，もはや環境だけを対象とした報告では十分
ではないとの認識が広がってきた。環境経営からCSR
／サステナビリティ経営の時代となり，情報開示にお
いても環境報告書から拡張し，CSR／サステナビリ
ティ報告書の作成・公表が活発になってきた。
2．1．GRI（Global Reporting Initiative）ガイドライン
国際的にも，グローバル・リポーティング・イニシ
アチブ（GRI : Global Reporting Initiative）によるサ
ステナビリティ報告のためのガイドラインが公表され
取組が進展してきた。GRIは，サステナビリティ報告
のためのガイドラインの作成と普及を目的として，米
国ボストン（現在の本拠地はアムステルダム）で設立
された非営利組織であり，世界の環境報告書に取り組
む団体や個人の集合体である。1997年秋からガイド
ライン作りに着手し，2000年に第 1版『経済的，環
境的，社会的パフォーマンスを報告する持続可能性報
告のガイドライン』を発行し，その後 2002年に第 2
版（G2），2006年に第 3版（G3），2011年 3月に第 3
版の修正拡充版である第 3．1版（G3．1）が発行され
た。今後も 2013年に第 4版（G4）を発行予定であ
り，企業の CSR／サステナビリティ報告は進化し続
けている。
GRIによるガイドライン（サステナビリティリポー
ティングガイドライン，GRIガイドライン等の呼称が
あるが，本稿では GRIガイドラインとする）が基礎
とするサステナビリティ経営のパフォーマンスは，ト
リプル・ボトムライン（TBL : Triple Bottom Line）と
いわれる「経済的パフォーマンス」「環境的パフォー
マンス」「社会的パフォーマンス」の 3つを要素とす
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る。ここでいうボトムライン（bottom line）とは，元
来企業の損益報告書の最終行（当期純利益）を表す
が，同時に最重要事項ならびに核心という意味も持
ち，ここでは後者の意味で用いられている。1つ目の
要素「経済的パフォーマンス」とは，財務的経営成績
はもとより，事業による経済的影響をより広範囲に考
慮することで経済的企業価値を増大させるものであ
る。2つ目の要素「環境的パフォーマンス」とは，環
境規制強化への対応，資源管理，環境負荷および汚染
の管理等を通じて環境面の企業価値を増大させること
である。3つ目の要素「社会的パフォーマンス」と
は，企業倫理，法令順守（コンプライアンス），労働
安全衛生，情報セキュリティー等の管理を通じて，社
会面の企業価値を増大させることである。
GRIガイドライン第 3版では，社会的パフォーマン
ス指標の項目として，労働慣行とディーセント・ワー
ク（公正な労働条件），人権，社会，製品責任の 4種
類を挙げている。この GRIガイドラインを自主的情
報開示の指針とする企業が国際的に増加し，日本でも
多くの企業が，GRIガイドラインに基づき CSR／サ
図表 1 環境報告書を作成・公表している企業数及びその割合
平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度
上場 件数 386 450 478 510 570 590 562 633 624
％ 29．9 34．0 38．7 45．3 47．0 51．8 48．9 51．6 54．6
非上場 件数 193 200 265 291 363 459 449 527 467
％ 12．0 12．2 17．0 20．8 24．6 28．0 26．9 29．3 24．7
合計 件数 579 650 743 801 933 1049 1011 1160 1091
％ 20．0 21．9 26．6 31．7 34．7 37．8 35．9 38．3 35．9
＊％は各年度の有効回答数に対する割合
出所：環境省［2010］，p．7
図表 2 環境報告書の作成状況（売上高別）
出所：環境省［2010］，p．8
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ステナビリティ報告書を公表するようになった。
2．2．国連「責任投資原則（PRI）」
国連は，2006年に「責任投資原則（PRI : Principles
for Responsible Investment）」を公表し，投資判断や
株主としての行動に「環境・社会・企業統治（ガバナ
ン ス）（ESG : Environment，Social，Governance）」
の要素を考慮することを推進してきた。責任投資と
は，投資判断の際に ESGの要素を考慮することで，
それにより金融・資本市場を通して経済システムの中
にサステナビリティ（持続可能性）の視点を組み込む
ものである。様々な社会的課題を解決する手段とし
て，物質的な経済成長には限界がある。経済・環境・
社会のバランスのとれた持続可能な開発を実現する上
で，金融・資本市場の果たす役割が期待される。経済
発展志向の社会経済システムから，持続可能な社会経
済システムへの転換が求められる。
環境・社会問題に対しては，各種の法律・条令等の
制定による規制的措置のみならず，企業は環境経営，
CSR／サステナビリティ経営を推進し，その情報開示
を積極的に行ってきた。さらに市場に環境や社会への
配慮を組み込み，市場メカニズムを活用することで，
様々な創意工夫やイノベーションを引き出すことが期
待される。
このような考え方は，経済的利益を犠牲にして環境
保護などのサステナビリティを追及するものではな
く，長期的な視点に立ち，投資利益と社会的利益の両
立を目指すものである。かつて地球環境問題への対応
はコストと思われていたが，現在では逆に対応しない
こと，または対応の遅れがリスクとなる。環境や社会
の課題は，長い目で見れば経済に内部化されていく可
能性があり，責任投資はそのような可能性に投資し，
それにより変化が生み出される。実際，新エネル
ギー，低燃費自動車，スマートハウス，スマートシ
ティなど，様々なビジネスチャンスが生まれている。
責任投資は資産運用に関する基本的な原則であり，投
資・運用のあらゆる側面で ESGへの考慮が求められ
る。このように市場メカニズムを利用することによ
り，経済・環境・社会のバランスのとれた持続可能な
社会経済システムの実現可能性が高まる。
2．3．環境省『環境報告ガイドライン（2007年版）』
における「社会的取組の状況」
日本でも 2006年に閣議決定された第三次環境基本
計画において，環境政策の基本的方向の 1つ目とし
て，「環境的側面，経済的側面，社会的側面の統合的
向上」が掲げられている。事業者という経済的な主体
が，事業活動の環境的側面や社会的側面を経営方針に
組み込み，その取組状況を開示することは，持続可能
な社会の実現のために望ましいとされる。
実際，近年日本で発行されている環境報告書の多く
が環境保全の取組だけでなく，社会的取組の状況につ
いても記載しており，その名称も「CSR報告書」「環
境・社会報告書」「サステナビリティ報告書」等，社
会性を含むものが多く見られる。これは，環境問題と
社会問題への取組が，企業の社会的責任を果たす上で
いずれも重要な課題であることから，併せて報告を
行っているものと考えられる。
このような観点から，環境省『環境報告ガイドライ
ン～持続可能な社会をめざして～（2007年版）』で
は，環境分野にとどまらず社会的分野についても，既
存の環境報告書に多く記載されている項目や，様々な
ガイドライン等に示されている項目を踏まえて，「第
4章『社会的取組の状況』を表す情報・指標」として
新たに 1章を設けて，報告のための情報・指標を記載
している。社会的取組の内容については，社会的な重
要性やそれぞれの事業者が置かれている状況によって
重視すべき課題が異なる。したがって，社会的取組に
ついての記載内容を検討する際には，当該地域固有の
文化的・歴史的背景に鑑み，様々なステークホルダー
と意見交換を行いながら，自らにとって特に課題とな
る項目を中心に記載することが望まれる。
図表 3は環境省『環境報告ガイドライン～持続可能
な社会をめざして～（2007年版）』の第 4章「社会的
取組の状況」を表す情報・指標において，記載するこ
とが期待される項目である。「社会的取組の状況」を
記載する際，社会的取組の方針，目標，計画等を記述
し，また社会的な重要性も踏まえ，適切な情報や指標
を選択して記載することが求められる。さらに，事業
活動全体として社会的な価値の創造にどの程度寄与で
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きたか，取りまとめて示すことも考えられる。
社会的側面は，地域，国，地球等の持続可能性，各
レベルのステークホルダーへの影響，事業者に求めら
れる社会的責任を考慮して検討されるべきものであ
る。このガイドラインでは，記載することが期待され
る情報・指標を，労働安全衛生，雇用，人権，地域及
び社会に対する貢献，企業統治（コーポレートガバナ
ンス）・企業倫理・コンプライアンス及び公正取引，
個人情報保護，広範な消費者保護及び製品安全，企業
の社会的側面に関する経済的情報・指標，その他の社
会的項目の 9種類に分類したが，これらは現在，社会
的関心が高いと思われるもの，法律等による規制等が
あるものである。
企業の CSR／サステナビリティを把握するための
指標は，本稿で取り上げた GRIガイドライン，国連
責任投資原則，環境省環境報告ガイドラインのほかに
も，国連グローバルコンパクト，プロジェクトファイ
ナンスのための赤道原則，OECD多国籍企業ガイド
ラインなどが公表されてきたが，国際標準化機構
（ISO）による規格化も行われ，2010年に国際規格
ISO 26000『社会的責任に関する手引』が公表され
た。以下 ISO 26000に基づき，社会的責任に関してさ
らに掘り下げていく。
3．ISO 26000 による社会的責任
国際的に，組織における社会的責任の行動要求が高
まり，さらに社会的責任に基づく行動様式と利益との
連関が認識されるようになってきた。そこで国際標準
化機構（ISO : International Organization for Standardi-
zation）2）は，2010年に国際規格 ISO 26000『社会的責
任に関する手引（Guidance on social responsibility）』
を公表した3）。その序文において，「社会的責任の目的
は，持続可能な開発に貢献することである。」（ISO/
SR国内委員会［2010］，p.）と述べている。
3．1．持続可能な開発と社会的責任
持続可能な開発は，国連の「環境と開発に関する世
界委員会（World Commission on Environment and De-
velopment : WCED）」（通称ブルントラント委員会）
の 1987年の報告書“我ら共有の未来（Our Common
Future）”において提唱され，以降，国際的に認識さ
れ広く受け入れられてきた概念であり，指針となる目
標である。持続可能な開発とは，地球の生態的制限の
範囲内で生活し，将来世代のニーズを満たす能力を損
なうことなく，現在世代のニーズを満たすことであ
る。1992年の「環境と開発に関する国際連合会議
（United Nations Conference on Environment and Devel-
opment : UNCED）」（於ブラジル，リオ・デ・ジャネ
イロ）（通称地球サミット），及び 2002年の「持続可
能な開発に関する世界首脳会議（WorldSummitonSus-
tainable Development: WSSD）（於南アフリカ共和国，
ヨハネスブルグ）（通称ヨハネスブルグ・サミット）
など多くの国際会議において，この目標の重要性が繰
り返し確認されてきた。
持続可能な開発には，経済，環境，社会という 3つ
の側面があり，これらは相互に依存している。持続可
能な開発はすべての人々に共通の経済，環境，社会に
関する目標である。また責任ある行動を取ろうとする
図表 3 環境省『環境報告ガイドライン』第 4章「社会的取組の状況」を表す情報・指標
① 労働安全衛生に関する情報・指標
② 雇用に関する情報・指標
③ 人権に関する情報・指標
④ 地域及び社会に対する貢献に関する情報・指標
⑤ 企業統治（コーポレートガバナンス）・企業倫理・コンプライアンス及び公正取引に関する情報・指標
⑥ 個人情報保護に関する情報・指標
⑦ 広範な消費者保護及び製品安全に関する情報・指標
⑧ 企業の社会的側面に関する経済的情報・指標
⑨ その他の社会的項目に関する情報・指標
出所：環境省［2007］，pp．91―94に基づき作成
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組織にとって，社会のより広い期待を総括する方法で
あり，行動の指針となる目標である。持続可能な開発
の目的は，社会全体及び地球のために持続可能性を実
現することであり，特定の組織の持続可能性又は継続
的な存続可能性を問題にしているものではない。しか
し個々の組織の持続可能性は，統合された方法で経済
的，環境的，社会的側面に取り組むことにより達成さ
れ，結果として社会全体の持続可能性へと連接してい
く可能性を多大に有している。個々の組織の持続可能
な消費，持続可能な資源利用，持続可能な生計は，社
会全体の持続可能性へと展開していく。このような組
織の持続可能な開発の実現に際して，組織による社会
的責任の実践が意義ある貢献を果たすものと推断す
る。
3．2．社会的責任の本質
社会的責任の本質は，持続可能な開発に寄与するも
のである。社会的責任とは，関連法令を順守し，国際
行動規範との整合性がとれた透明かつ倫理的な行動で
あり，ステークホルダーの利害に配慮するものであ
る。組織全体に統合され，組織の関係の中で実践され
る。ステークホルダーは組織の決定及び活動によって
影響を受ける可能性のある利害を持っており，この利
害関係が組織とステークホルダーとの関係を作り出
す。消費者，顧客，資金寄与者，投資家及び所有者
は，様々な方法で，社会的責任に関して組織に対して
資金的な影響力を行使している。ただしこの関係は正
式なものである必要はない。組織は，自らの影響を理
解し，それへの対処方法を理解するため，自らの決定
及び活動に利害関係を持つものは誰かを特定すべきで
あり，ステークホルダーの特定及びステークホルダー
エンゲージメントは，社会的責任の基本となる。
社会的責任の根本原則は，法の支配の尊重及び法的
拘束力を持つ義務の順守であるが，法令順守を超えた
行動，及び法的拘束力のない他者，つまり多種多様な
ステークホルダーに対する義務の認識が要求され，こ
れらの義務は，広く共有される倫理その他の価値観か
ら発生する。組織は，社会及び環境に対する配慮を自
らの意思決定に組み込み，自らの決定及び活動が社会
及び環境に及ぼす影響に関して，不特定多数のステー
クホルダーに対して説明責任を負う。
3．3．社会的責任パフォーマンスの認識
組織の社会的責任パフォーマンスに関する社会の期
待は高まり続けている。多くの場所で“コミュニティ
の知る権利”に関する法が成立し，人々は組織の決定
及び活動に関する詳細な情報にアクセスすることが可
能になった。組織は様々なステークホルダーによる厳
しい監視の下に置かれている。組織の社会的責任パ
フォーマンスの情報に対するステークホルダーの要求
事項を満たすため，多くの組織が社会的責任に関する
報告書を発行し，ステークホルダーとのコミュニケー
ションを取るようになっている。
組織が活動する社会と関係する社会的責任パフォー
マンスは，組織の全体的なパフォーマンス及び効果的
に活動を続ける能力を測定する上で不可欠なものであ
る。国際規格 ISO 26000では，組織の社会的責任パ
フォーマンスの認識および現状は，特に次の事項に影
響があるとする（ISO/SR国内委員会［2010］，p.
）。
―組織の競争上の優位性
―組織の評判
―労働者若しくは構成員，顧客，取引先又は使用者を
引き付け，とどめておく組織の能力
―従業員のモラル，コミットメント及び生産性の維持
―投資家，所有者，資金寄与者，スポンサー及び金融
界の見解
―組織と，会社，政府，メディア，供給業者，同業
者，顧客及び組織が活動するコミュニティとの関係
組織が自らの社会的責任を特定するための効果的な
方法は，ISO 26000によると，同規格が提唱する 7つ
の中核主題における社会的責任を知ることである。7
つの中核主題とは，組織統治，人権，労働慣行，環
境，公正な事業慣行，消費者課題，並びにコミュニ
ティへの参画及びコミュニティの発展であり，組織が
対処すべき最も起りそうな経済的，環境的，社会的な
影響を取り上げている。すべての中核主題はあらゆる
組織に何らかの関係があり，7つの中核主題すべてに
おいて経済的側面が見出される。
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組織における意思決定及び活動の影響は，これらの
中核主題を視野に入れて考慮すべきであり，組織はま
た，自らの決定及び活動がステークホルダーにどのよ
うな影響を及ぼすかを考えるべきである。さらに組織
は，その影響の重大性評価を行うべきであり，これは
持続可能な開発に与える影響との関連と，関係するス
テークホルダーとの関連の両方で考慮すべきである。
3．4．ステークホルダーエンゲージメント
CSR／サステナビリティ報告書を発行する企業が拡
大しているということは，消費者，株主，従業員など
の直接的なステークホルダーのみならず，地域住民や
市民など多様なステークホルダーとの相互依存によっ
て企業が存続しているという認識を，経営者自身が強
く抱くようになっていることを表している。ステーク
ホルダーの特定及びステークホルダーエンゲージメン
トは，社会的責任の基本である。
3．4．1．ステークホルダーの特定
組織は，自らの影響を理解し，その影響に取り組む
方法を見出すため，自らの決定及び活動に利害関係を
持つ者を特定すべきである。ここでいう利害とは，与
えられる権利の要求，或いはその主張の根源，又は主
張の根源となる可能性のあるものを指すが，金銭の請
求又は法的な権利を伴うとは限らず，単に意見を聞い
てもらうといった権利の場合もある。どちらにして
も，この利害は組織によって影響を受ける可能性があ
るため，その組織との関係が生まれる。ただしこの関
係は必ずしも正式なものである必要はない。このよう
にして，組織の決定及び活動によって個人もしくはグ
ループがどのような影響を受けているか，又はどのよ
うな影響を受ける可能性があるかを理解すれば，その
組織との関係を構築する利害を特定することが可能に
なる。したがって，自らの決定及び活動の影響を特定
することが，その組織の重要なステークホルダーの特
定を容易にする。
然るに，組織には多種多様なステークホルダーが存
在する。ステークホルダーの中には，その組織のメン
バー，従業員又は所有者等，組織の不可分の一部と考
えられる者もおり，これらのステークホルダーは，そ
の組織の目的及び成功に共通の利害を持つ。また大部
分のステークホルダーの利害は，その組織の社会的責
任に関連する可能性があり，社会の利害に極めて近い
場合が多い。組織による環境汚染の発生は，資産所有
者にとっての資産価値の減少という利害と，社会の利
害が一致する例である。しかし時に，それぞれのス
テークホルダーの利害が対立することもある。例え
ば，東京電力という組織の原子力発電所と，コミュニ
ティ住居者の利害は，組織の及ぼすプラスの影響（例
えば，雇用）と，同じ組織によるマイナスの影響（例
えば，環境汚染）とをもたらす。また，組織のステー
クホルダーの全てが，特定の組織に対する利害を代表
する目的で結成されたグループのメンバーになってい
るわけではない。時には，重要な利害を直接代表する
ことが不可能な場合もある。例えば，子供の人権・養
育・保護等に関して，子供たち自身が組織化されたグ
ループを所有したり，管理したりすることは難しい。
また，生物多様性の維持に関して，野生動物や遺伝資
源にそれは不可能である。このような場合，組織は，
このような利害の保護のために活動している信頼のお
けるグループの見解に注意を払うべきである。
ステークホルダーを特定するために，組織は，次の
質問を自問すべきである（ISO/SR国内委員会
［2010］，pp.17―18）。
―その組織は誰に対して法的義務があるのか
―その組織の決定又は活動によって，プラスの影響
又はマイナスの影響を受ける可能性があるのは誰
か
―その組織の決定及び活動に懸念を表明する可能性
があるのは誰か
―過去において同様の課題に取り組まなければなら
なかったときに，関わりがあったのは誰か
―特定の影響に対処する場合，その組織を援助でき
るのは誰か
―その組織が責任を果たす能力に影響を与えられる
のは誰か
―エンゲージメントから除外された場合，不利にな
るのは誰か
―バリューチェーンの中で影響を受けるのは誰か
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ステークホルダー
利害
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期待 影響
ステークホルダーは，組織が特定の事項と組織の活
動の関連性を特定する手助けができるが，行動の規範
及び期待を特定する上でより広義の社会の代わりには
ならない（図表 4参照）。
3．4．2．ステークホルダーエンゲージメント
ステークホルダーエンゲージメントの本質的な特徴
は，双方向コミュニケーションを必要とすることであ
る。組織が持続可能性を高めていくためには，CSR
コミュニケーションを通じてステークホルダーエン
ゲージメントを積極的に展開していく必要がある。つ
まり，報告書等の発行による，ステークホルダーに対
する一方通行的なコミュニケーションではなく，コ
ミュニケーション活動の自己評価を繰り返すことによ
り，双方向コミュニケーションからパートナーシップ
を生むコミュニケーションへと発展させていくことが
求められる。図表 5は，CSRコミュニケーションの
展開イメージを示したものである。組織は GRIガイ
ドラインや ISO 26000規格に基づく CSR／サステナ
ビリティ報告によって，透明性を確保した情報開示を
行う。次にステークホルダーミーティング等を通じて
マルチステークホルダーとの対話を推進する。さらに
マルチステークホルダーとの対話を通じて顕在化した
諸問題について，企業とステークホルダー間，あるい
はステークホルダー相互のエンゲージメントを高めて
いくことで問題への対応力や解決に向けた合意形成を
進化させていく。最終的には企業とステークホルダー
間にエンゲージメントとパートナーシップを醸成し，
協働関係の構築を目指す（長谷川［2010］，p.104）。
ステークホルダーエンゲージメントは様々な形態を
取り得る。組織の側から開始することもあれば，一人
又は一組以上のステークホルダーへの組織からの応答
として開始されることもある。公式又は非公式な会合
の形で行うことができ，活動の形式としては，個人的
な会合，会議，ワークショップ，公聴会，円卓会議，
諮問委員会，定期的かつ組織的な情報提供・諮問手
続，団体交渉，インターネット上の討論会など，様々
なものが考えられる。ステークホルダーエンゲージメ
ントは，相互作用的であるべきであり，公正で適切な
プロセスを作り出すべきである。適正なプロセスを取
り，適正な情報及びその根拠を提供することによっ
て，組織の社会的責任の取組を助けるものとなろう。
図表 4 組織，そのステークホルダーと社会との関係
注記 ステークホルダーは，社会の期待とは一致しない利害を持って
いるかもしれない。
出所：ISO/SR国内委員会［2010］，p．15
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次の要素が備わっている場合，ステークホルダーエ
ンゲージメントは有意義なものになる可能性が高い
（ISO/SR国内委員会［2010］，p.19）：そのエンゲージ
メントの明確な目的を理解している。そのステークホ
ルダーの利害がはっきり特定されている。これらの利
害がその組織とステークホルダーとの間に生じさせる
関係が，直接的又は重要である。そのステークホル
ダーの利害が持続可能な開発に関連があり，かつ重要
な意味を持つ。自らの決定を行うために必要な情報及
び理解をそのステークホルダーが持っている。
4．社会的側面に関する経済的情報
環境報告書では，環境保全活動について多くの事業
者が環境会計を導入しているが，CSR／サステナビリ
ティ報告では，企業活動の経済面，環境面，社会面を
対象とすることから，環境報告会計を組み込んだCSR
／サステナビリティ会計が求められる。日本では，サ
ステナブル・コミュニケーション・ネットワーク
（NSC）が 2009年に，環境省『環境報告ガイドライン
（2007年版）』の「第 4章『社会的取組の状況』を表
わす情報・指標」に基づいて，『サステナビリティ報
告ガイドライン SPI報告解説書』を作成し，そこでは
SPI（Social Performance Indicators）として以下の項
目を提示している。
SP―0：社会の持続可能性にかかわる経営責任者の
緒言
SP―1：企業統治に関する情報・指標
SP―2：人権に関する情報・指標
SP―3：雇用・労働に関する情報・指標〔雇用，基
礎的労働条件（賃金・労働時間），労働安全
衛生，教育訓練（人材育成），ワークライフ
バランス，ダイバーシティ（人材の多様
性），労使関係〕
SP―4：消費者の権利と製品・サービスに関する情
報・指標
SP―5：地域・社会との関係に関する情報・指標
SP―6：上記以外の社会的側面に関する情報・指標
SP―7：企業の社会的側面に関する経済的情報
この中の SP―7「企業の社会的側面に関する経済的情
報」において，環境会計を内包した CSR／サステナ
ビリティ会計が示されている。
事業者が様々な社会的取組を効率的かつ効果的に行
うためには，社会的取組にかかわる経済情報を把握す
ることが重要である。具体的には，ステークホルダー
に配分されている付加価値の大きさ，個々の社会的取
組に係るコストと，そのコストが生み出す効果などを
体系的に把握し，事業者の社会的取組の方針と成果の
経済的側面を明らかにする。こうした情報は，CSR／
サステナビリティ経営に有効であると同時に，ステー
図表 5 サステナブル・コミュニケーションの展開
出所：長谷川［2010］，p．104
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クホルダーが事業者の社会的取組を評価する際にも不
可欠である。
まず，CSR／サステナビリティ会計の場合には，ス
テークホルダーごとに経済的影響の大きさを把握する
ことが重要である。図表 6は，NSCが示す「ステー
クホルダー別付加価値計算書」であり，ステークホル
ダーごとに付加価値の創出と配分の状況を表してい
る。付加価値とは，事業者が新たに生み出した価値の
ことであり，事業者が経済活動によって創出した付加
価値は，従業員，地域・社会，国・自治体，投資家，
債権者，経営者，環境などのステークホルダーに配分
される。付加価値の創出と配分を明らかにすること
で，ステークホルダーとのどのような活動から付加価
値を生み出し，どのような形でステークホルダーに付
加価値を配分しているかがわかる。ステークホルダー
との関係から，事業活動の方向性とその全体像が明ら
かになる。
また社会的取組の場合にも，環境会計と同様に，取
組に費やされたコストと，そのコストが生み出す効果
を把握することが重要である。図表 7「SPI計算書」
は，「SPI項目」ごとに「取組の方針」にかけられた
「CSRコスト（投資額，費用額）」，「取組の結果」（総
量），「取組の効果」（変化量）を対応させ，社会的取
組に投入された経営資源の大きさとその費用対効果を
明らかにしている。「CSRコスト」は，「CSR投資額」
と「CSR費用額」に分けることができ，貨幣単位で
測定する。CSR投資額は，対象期間における社会的
取組を目的とした支出額で，その効果が数期にわたっ
て持続し，その期間に費用化されていくもの（減価償
却資産の当期取得額）とする。CSR費用額とは，社
会的取組を目的とした財・サービスの費消によって発
生する費用または損失とする。一般的には環境保全コ
ストも CSRコストに含まれる。「取組の結果」は総量
で表され，「取組の効果」は，基準年度（例えば前年
度）の取組の結果と当年度の取組の結果の差（活動回
数の増加，強度率の改善，クレーム件数の減少，リ
コール件数の減少等）によって表される。CSRの取
組，CSRコスト，取組の結果，取組の効果の間の関
図表 6 ステークホルダー別付加価値計算書
ステークホルダー 付加価値 金額
1 顧客・消費者 製品の対価として企業が受け取った金額 ××
2 供給者 購入された原料やサービスに対する支出 ××
3 企業付加価値 ＝（1）－（2） ××
4 従
業
員
正規雇用 正規従業員報酬の合計（給与，賞与を含む） ××
××
非正規雇用 非正規従業員報酬の合計（給与，賞与を含む） ××
5 地域・社会 企業の社会への投資 ××
6 公的機関 租税公課；補助金や助成金 ××
7 投資家 配当金の支払い，内部留保 ××
8 債権者 借入金の利息の支払い ××
9 経営者 役員報酬 ××
10 環
境
環境保全コスト 環境省の環境会計ガイドラインで定義されている環境保全コスト ××
××
環境保全コスト重複分 他のステークホルダーに配分された付加価値に対応する環境保全コスト －××
11 その他 ××
12 収支 組織に残った金額＝（1－2）－（4＋5＋6＋7＋8＋9＋10＋11） ××
13 付加価値合計 ＝（4＋5＋6＋7＋8＋9＋10＋11＋12） ××
（注 1）環境の金額は，環境保全コストから環境保全コスト重複分を引いて計算されます。
（注 2）1～3は付加価値の創出状況，4～12は付加価値の配分状況を示しています。
出所：NSC［2009］，p．58
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係を明らかにすることで，事業者は次年度以降のCSR
活動を効果的に進めることができる。図表 7「SPI計
算書」では，社会的取組の領域ごとに，実施計画，実
施計画とコストとの関係が示されると同時に，社会的
取組全体における領域ごとの資源投入の大きさが明示
される。なお，取組がもたらす経済的効果について
は，領域ごとに様々な形態や測定方法が考えられるこ
とから，取組の効果の中の 1項目として把握され，取
組全体を対象とした集計は行われていない。
図表 8「サステナビリティ会計」は，図表 6「ス
テークホルダー別付加価値計算書」，図表 7「SPI計算
書」，及び「環境会計」を結び付けることで，事業活
動の経済面，環境面，社会面の全体像を表すものであ
る。図表 6「ステークホルダー別付加価値計算書」を
左側に示し，その右側に，図表 7「SPI計算書」に
「環境会計」を加えたものを，ステークホルダーごと
に組み替えてリンクさせている。これによって，ス
テークホルダーごとに配分された経済資源と CSRコ
ストとを対比させて把握することができる。ここで
は，環境がステークホルダーの 1つとして計上される
図表 7 SPI 計算書
SPI項目 取組の方針
CSRコスト
取組の結果 取組の効果
投資額 費用額
SP―1 企業統治 企業統治に係る方針，体制，計画等
×× ××
各種統治機関の活動回数
○回
活動回数○回増
加
企業倫理に関する方針，体制，計画
等
×× ××
不正行為の件数○件，違
反者の措置
不正行為○件減
少
SP―2 人権 人権に関する方針，体制，計画等
×× ××
人権に関する計画の達成
状況
差別対策の方針，体制，計画等
×× ××
差別事例の総件数○件，
取られた措置
差別事例○件減
少
SP―3 雇用・
労働・
安全衛生
雇用に関する方針，体制，計画等
×× ××
雇用形態別人数○人 非正規従業員か
ら正規従業員へ
の移行○人
労働安全衛生に関する方針，体制，
計画等
×× ××
強度率○％，度数率○％ 強度率○％改善
研修体系
×× ××
従業員一人当たり研修時
間○時間
○時間増加
SP―4 製品・
サービス
消費者保護，製品安全及び品質に係
る方針，体制，計画等
×× ××
製品等のリコール及び回
収等の状況
○件減少
消費者の個人情報保護に関する方
針，体制，計画等
×× ××
消費者クレーム窓口の設
置及びその処理状況
○件減少
SP―5 地域・社会 操業・営業する地域・社会及び新規
参入もしくは撤退を考えている地
域・社会等との関係に係る方針，体
制，計画等
×× ××
操業・営業する地域・社
会及び新規参入もしくは
撤退を考えている地域・
社会等との関係に係る取
組実績と課題等
SP―6 その他 社会とのコミュニケーションに関す
る方針，体制，計画等
×× ××
社会とのコミュニケー
ションに関する対応状況
サプライチェーンマネジメント
（SCM）に関する方針，体制，計画
等
×× ××
SCMの対象となった購
買品・サービスの状況
対象○件増加
CSRコスト合計 ×× ××
出所：NSC［2009］，p．59
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図表 8 サステナビリティ会計
ステークホルダー
付加
価値
SPI項目 取組の方針
CSRコスト
取組の結果 取組の効果
投資額 費用額
1 顧客・消費者 ×× 製品・サービス 消費者保護，製品安全及び品質
に係る方針，体制，計画等
×× ×× 製品等のリコール及び回収等の状況 ○件減少
消費者の個人情報保護に関する
方針，体制，計画等
×× ×× 消費者クレーム窓口の設置及びその処理状況 ○件減少
2 供給者 ×× その他 サプライチェーンマネジメント
（SCM）に関する方針，体制，
計画等
×× ×× SCMの対象となった購入品・サービスの状況 対象○件増加
3 企業付加価値 ××
4 従業員 ×× 人権 人権に関する方針，体制，計画等 ×× ×× 人権に関する計画の達成状況
差別対策の方針，体制，計画等 ×× ×× 差別事例の総件数○件，取られた措置 差別事例○件減少
雇用・労働・安全
衛生
雇用に関する方針，体制，計画
等
×× ×× 雇用形態別人数○人 非正規従業員から正規
従業員への移行○人
労働安全衛生に関する方針，体
制，計画等
×× ×× 強度率○％，度数率○％ 強度率○％改善
研修体系 ×× ×× 従業員一人当たり研修時間○時間 ○時間増加
5 地域・社会 ×× 地域・社会 操業・営業する地域・社会及び
新規参入もしくは撤退を考えて
いる地域・社会等との関係に係
る方針，体制，計画等
×× ×× 操業・営業する地域・社会及び新規参入もしくは撤退を
考えている地域・社会等との関係に係る取組実績と課題
等
6 公的機関 ×× 企業統治 カルテル・独占禁止法違反等に
おける制度，管理等
×× ×× 課徴金○円 ○円減少
7 投資家 ×× 企業統治 株主配当性向 ×× ×× 配当金○円 ○円増加
8 債権者 ×× 企業統治 ×× ×× 支払利息○円 ○円増加減少
9 経営者 ×× 企業統治 役員報酬支給基準 ×× ×× 役員報酬○円 ○円増加減少
10 環境 ×× 環境保全等に係る方針，体制，
計画等
×× ×× 温室効果ガス排出量○トン 温室効果ガス排出削減
量○トン
11 その他 ×× 企業統治 企業統治に係る方針，体制，計
画等
×× ×× 各種統治機関の活動回数○回 活動回数○回増加
企業倫理に関する方針，体制，
計画等
×× ×× 不正行為の件数○件，違反者の措置 不正行為○件減少
その他 社会とのコミュニケーションに
関する方針，体制，計画等
×× ×× 社会とのコミュニケーションに関する対応状況
12 収支 ××
13 付加価値配分合計 ×× CSRコスト合計 ×× ××
出所：NSC［2009］，p．59
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と同時に，環境保全コストが付加価値，CSRコスト
の 1つとして計上されていることから，企業活動及び
CSR活動における環境保全コストの占める大きさが
窺える。
5．CSR／サステナビリティ会計の報告事例
実際に CSR／サステナビリティ会計を導入し開示
している事例は，未だ限定的である。その多くは，ス
テークホルダーごとの付加価値や経済的価値の配分，
又は CSRコストの開示に留まっている。本節では，
現在 CSR／サステナビリティ報告書等の媒体を通し
て公表されている企業の CSR／サステナビリティ会
計の類型と具体例を取り上げ，検証を行う。
5．1．ステークホルダー別付加価値配分の例～東芝，
帝人，大和証券～
最も多い形態として，売上等に基づく付加価値が各
ステークホルダーにどのように配分されたかという観
点から定量化を行い，CSR／サステナビリティ会計と
して公表している。
① 東芝グループ
東芝グループでは，財務情報に関しては「アニュア
ルレポート」，非財務情報に関しては「CSRレポート」
によって報告している。また非財務情報のうち，環境
情報については特に詳細な情報を提供するために「環
境レポート」を発行し，その他「社会貢献活動レポー
ト」も発行している。『CSRレポート 2011』では，
CSR活動の定量化として「ステークホルダーへの経
済的価値分配」を公表している（図表 9参照）。東芝
では，様々なステークホルダーとの関わりの中で事業
活動を行うことで経済的な価値を生み出すとの視点に
立ち，図表 9に示すように，「取引先」「従業員」「株
主」「債権者」「政府・行政」「社会」「環境」「企業内
部」の 8者のステークホルダーに対する経済的価値分
配額を前年度と比較して開示し，その算出方法も示し
ている。2010年度の連結業績は，前年度に比べて売
上高及び営業利益が増加し，「株主」への分配や「政
府・行政」への分配が増加した。なお，「社会」「環
境」への分配額は「取引先」「従業員」への分配の中
にも含まれている。
② 帝人グループ
帝人グループでは，事業活動を通じて利益をあげ続
けることと，それにより得た付加価値をステークホル
ダーに適切に分配することを，重要な社会的責任と捉
えている。2009年度の主なステークホルダーへの付
加価値の配分は図表 10のとおりである。付加価値総
額は，売上総利益（売上高－製造原価）から，運賃諸
掛，減価償却費，研究開発費，販売促進費，賃借料，
その他の販管費に属する経費を減じた金額に，独自集
計の社会貢献費用と，環境保全の費用を加算してい
図表 9 東芝グループ「ステークホルダーへの経済的価値分配」
ステークホルダー
分配額（億円）
2010年度
分配額（億円）
2009年度
金額の算出方法
取引先 61，582 62，644 売上原価，販売費・一般管理費
従業員 2，700 2，574 有価証券報告書記載の（株）東芝従業員数に平均給与を乗じたもの
株主 176 57 キャッシュ・フロー計算書の配当金の支払
債権者 323 357 営業外費用のうちの支払利子
政府・行政 407 297 法人税など
社会 30 27 社会貢献に関する支出を独自に集計
環境 504 543
環境に関する支出を独自に集計
環境会計での環境保全費用詳細は，ホームページに掲載 http : //eco.
toshiba.co.jp
企業内部 1，294 －197 当期純利益から配当金支払い分を除いたもの
出所：東芝［2011］，p．3
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地域社会　1％
環境　12％
株主　3％
社員　67％
債権者（金融機関）　7％
行政機関（国、自治体）　10％
総額
428 億円
る。なお，ステークホルダーへの価値配分比率が，ビ
ジュアル的に円グラフでも表されている（図表 11参
照）。
③ 大和証券グループ
大和証券グループでは，経済性報告における収益か
ら，金融費用（支払金利を除く），売上原価，販売
費・一般管理費（人件費，租税公課，企業市民活動へ
の支出を除く），営業外費用（支払利息を除く），特別
損失の額を差し引いた値を，経済性報告における経済
的価値としており，これがステークホルダーに対して
経済的価値分配される（図表 12参照）。
社員への分配は，人件費（給料・賞与引当金繰入額
のほか福利厚生費，社会保険料などを含む）である。
社員のモチベーションを高め，すべてのステークホル
ダーへの付加価値を最大化することで，公正で納得性
の高い報酬体系の構築を目指す。これは同グループが
生み出した経済的価値の 94．8％と大半を占めてい
る。社会への分配である企業市民活動への支出につい
ては，業績の変動にかかわらず安定的に継続していく
ことを目指している。2010年の株主に対する配当金
の支払については，1株当たり 6円の年間配当を実施
している。債権者に対しては支払利息，政府に対して
は法人税等，法人税等調整額および租税公課（消費税
等）の合計である。ここから子会社の少数株主に帰属
する損益と，内部留保が減額されたものが経済的付加
価値計となる。これらステークホルダーへの経済的価
値分配の推移の経年比較を表したものが図表 13であ
り，高い網羅性と比較可能性を示している。
5．2．CSRコストの開示例～富士フイルムグループ～
富士フイルムグループでは，「労働環境・社会会計」
というタイトルで，独自の CSRコスト類型化を基に
したコスト情報を開示しており，労働環境の整備や社
図表 10 帝人グループ「ステークホルダーへの付加価値配分表」
ステークホルダー 金額（億円） 内 容 備 考
株主 20 配当金 決算短信掲載の数値
社員 542
給料・賃金，賞与一時金，退職給付費用
の総額
有価証券報告書記載の数値。ただし上記
金額には製造原価に含まれる人件費は含
まれていない。
債権者（金融機関） 58 支払利息 決算短信掲載の数値
行政機関（国，自治体） 78
法人税・住民税・事業税等の納税額の総
額
決算短信掲載の数値
地域社会 10
寄付金および現物寄付・施設開放・社員
の役務提供を金額換算（経団連算定方
式）
CSR企画室集計
企業（帝人） －379 剰余金の増加額（剰余金を取り崩した額） 決算短信掲載の数値
環境 99 環境保全費用 環境安全室集計
総額 428
出所：帝人［2010］，p．22
図表 11 帝人グループ「ステークホルダーへの価値配分
比率」
出所：帝人［2010］，p．22
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経済性報告に
おける収益
427,755
経済的価値
169,046
株主配当
6.1％
社会
0.4％
単位：百万円
（2010 年度）
政府
9.9％
債権者
21.1％
役職員
94.8％
金融費用
（支払い金利を除く）
22,521
売上原価
26,415
その他の費用
13,784
子会社の小数株主
-4.1％
内部保留
-28.2％
販売費・一般管理費
（人件費、租税公課、企業
市民活動への支出を除く）
195,989
収入 支出
会貢献に費やした費用をステークホルダー別に分類集
計している（図表 14参照）。従業員の労働環境の整備
及び社会貢献に費やした金額を集計し，富士フイルム
グループとしてこれらの分野の取組状況を把握するこ
とを目的としている。
具体的には，「従業員」「お客様」「将来世代」「コ
ミュニティ（地域社会・行政）」「国際社会」「NGO・
NPO」「調達先」という 7つに区分したステークホル
ダーごとに費用額を算出し集計している。従業員に対
しては，安全（バリアフリー化）や福利厚生（食堂設
備の充実）などの働きやすい職場作りに力を入れてい
る。社会への文化芸術新興の費用には，写真文化を支
える FUJIFILM SQUAREの運営やフォトコンテスト
開催の費用も含まれている。国際社会への貢献として
は，2010年 1月及び 2月に発生したハイチ，チリの
大地震への義援金やレントゲンフィルムなどの支援物
図表 13 大証券グループ「ステークホルダーへの経済的価値分配の推移」
（単位：百万円）
ステークホルダー 2006 2007 2008 2009 2010 集計方法
社員 163，379 156，661 141，600 169，950 160，234 販売費及び一般管理費における人権費
社会 909 962 924 618 653
企業市民活動への支出（詳細）
＊企業市民への支出額から大和日英基金へ
の支出分を除いた数字
株主への配当支払額 39，072 29，919 10，770 22，730 10，386 当年度に係わる中間・期末配当金
債権者 47，024 53，630 44，923 29，030 35，642 金融費用及び営業外費用における支払利息
政府 77，895 48，102 －11，620 57，587 16，755
法人税，住民税及び事業税，法人税等調整
額，租税公課
子会社の少数株主 23，746 －5，233 －60，580 4，089 －6，907 少数株主利益または少数株主損失（△）
内部留保 53，652 16，492 －95，809 20，699 －47，717
当期純損益から当年度に係わる配当金を差
し引いた金額
経済的付加価値計 405，677 300，533 30，208 304，703 169，046 上記計
出所：大和証券［2011］，p．70
図表 12 大和証券グループ「ステークホルダーへの経済的価値配分」
出所：大和証券［2011］，p．70
133組織の社会的責任に関する経済的情報
資がある。
5．3．CSRコスト及び効果の開示例～ユニ・チャーム
～
ユニ・チャームでは，2003年の CSR報告書から，
「CSR会計」と題して報告している。「お客様」「株主」
「お取引先」「社員」「社会」という 5つのステークホ
ルダー別に価値，評価を高めるためにどの程度費用を
かけ，どのような効果が出たかを検証するツールとし
て作成し，CSR活動の重要な指標として位置付けて
いる。
この CSR会計の具体的な仕組みは，まず前述のス
テークホルダーごとに「主要なテーマ」と「金額」を
示した後，5つのステークホルダーそれぞれについ
て，より細分化された詳細な「実行プラン」と「金
額」を示し，さらにそれらに対する「指標（効果）」
を示している（図表 15参照）。「効果」については
「指標」という形で物量情報及び定性情報によって記
載し，CSR活動への取組状況をより具体的に説明し
ている。このように CSRコストに効果を対応させて
開示している例は極少数である。貨幣的支出を伴う
CSR活動の結果として，どの程度の効果（ベネフィッ
ト）が得られたのかという点については高い関心が持
たれるが，「効果」の識別と測定において多様性が存
在し困難でもある。
6．CSR／サステナビリティ会計の課題と展望
CSRへの対応は，今や組織の経営理念の根幹に影
響を与えるものであり，避けて通ることのできない重
要な経営戦略の一つとなってきている。これを効率的
かつ効果的に実践していくために，CSR／サステナビ
リティ会計（または付加価値会計，SPI計算書など）
の導入と公表が期待される。現在公表されているCSR
／サステナビリティ会計は，CSR／サステナビリティ
報告書を媒体とし，企業内外の広範囲で多種多様なス
テークホルダーを対象として情報開示されている。し
たがって CSR活動の定量化は，多様なステークホル
ダーの理解可能性を満たす形で情報を整理する必要が
あり，情報の信頼性に加えて，検証可能性・比較可能
性などの質的特性が要求される。そこで CSR／サス
テナビリティ会計の標準化が志向される。しかしCSR
／サステナビリティ会計は，環境会計と比較すると想
定される内容が広範囲で多岐にわたるため，基本的な
図表 14 富士フイルムグループ「労働環境・社会会計の内訳」
（単位：百万円）
ステークホルダー 目 的
コスト合計
2008年度 2009年度
従業員
労働安全衛生 1，865 1，540
人材育成 2，297 1，112
多様性の確保 148 1，976
働きやすい職場づくり 2，304 1，569
お客様 お客様対応・安全確保 570 572
将来世代 将来世代への教育活動 21 5
コミュニティ
（地域社会・行政）
地域社会との調和 158 122
社会への文化芸術振興（国内） 1，386 1，221
国際社会 国際社会の文化・社会への配慮 63 34
NGO・NPO NGO・NPOとの協働 10 128
調達先 製品への配慮 50 51
合 計 8，872 8，329
出所：富士フイルム［2010］，p．54
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図表 15 ユニ・チャーム「CSR会計」
利害関係者 主要なテーマ 金額（千円）
お客様 尽くし続けてこそ NO1の精神で安心で安全な製品を社会へご提供します。お客様とのコミュニケーションを図り，お客様からの意見を広く求めていきます。 1，088，673
株主 持続的な成長による企業価値の向上と公正な情報開示を行い，株主様との強い信頼関係を築いていきます。 362，674
お取引先 サプライヤー様各社と協働し，綿密な連携を行いながら，徹底した品質管理に取り組んでいます。お得意先様とは業界総資産拡大に向けた活動を推進していきます。 166，177
社員 社員が，いきいきと過ごせるように，人事制度と職場環境の整備を進めています。グローバル展開に合わせて，グローバルで活躍できる人材を育成します。 941，748
社会 消費財メーカーの使命として持続可能な循環型社会の実現に向けて様々な取り組みを実施します。 1，330，723
3，889，995
お客様
利害関係者 主要なテーマ 実行プラン 金額（千円） 指標（効果）
お客様
商品開発
品質保証
品質保証の取り組み
わかりやすい商品情報の表示
お客様情報のフィードバック
安全性確保の取り組み
自主基準・法の遵守
その他
26，409
ベビーケア用紙おむつシェア 37．2％
ベビーケア用ウェットティッシュシェ
ア 33．3％
大人用紙おむつ【中重度】シェア 44．
5％
大人用紙おむつ【軽度】シェア 56．3％
ナプキンシェア 36．2％
女性用ライナーシェア 22．7％
化粧用パフシェア 25．9％
一般用ウェットティッシュシェア 21．
1％
マスクシェア 13．6％
出典：インテージ SRIデータ 2011年 3
月度販売金額シェア
お客様との
コミュニケーション
ベビータウン調査・座談会
お客様相談室対応
お客様情報モニタリング
市場調査
広告，PR実績，キャンペーン
その他
1，062，264
合計 1，088，673
株主
利害関係者 主要なテーマ 実行プラン 金額（千円） 指標（効果）
株主
株主とのコミュニ
ケーション
IR関連費用
総会費用
アニュアルレポート作成，発送
費用
IR説明会
その他
362，674
連結売上高前年同期比＋5．6％
連結当期経常利益前年同期比－5．9％
株主資本率（ROE）17．4％
FTSE 4 GOOD index認定
合計 362，674
お取引先様
利害関係者 主要なテーマ 実行プラン 金額（千円） 指標（効果）
お取引先
業界総資産の拡大
サプライヤーとのコ
ミュニケーション強
化
各種説明会
納品環境整備
サプライヤーの環境配慮検討
その他
166，177
合計 166，177
社員
利害関係者 主要なテーマ 実行プラン 金額（千円） 指標（効果）
社員
労働環境
雇用活動
企業倫理室（りんりんダイヤル）
社員倫理教育（e-leaning）
福利厚生
メンタルヘルス
その他
856，245
育児休業取得者 54名
ライフサポートフレックス制度利用者
25名
障がい者雇用率 1．9％
子育て支援企業認定人材育成
社内企業家の育成
キャリア支援
各種教育支援制度
CSR教育
その他
85，503
合計 941，748
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フレームワークや測定方法などの確立ならびに標準化
において困難を期す。また産業・企業の特性により，
フレームワークや内容・測定方法に多様性・相違が存
在する。
このような難題山積の中で，企業が CSR／サステ
ナビリティ会計情報を適切に把握して開示するために
は，一般的に次のようなプロセスを取ることが想定さ
れる。まず企業内で CSRに関する共通認識の醸成を
行い，次に CSR活動を企業戦略として事業活動に組
み込むことによって CSR／サステナビリティ経営に
向けた推進体制を整え，CSRを評価軸とした企業経
営を実践していく。その上で各企業にとっての CSR
活動領域とそのステークホルダー，そして具体的な取
組内容の洗い出しを行い，それぞれの CSR活動に要
したコストの趨勢を可視化できる仕組みを整え，CSR
関連コストを識別・測定・評価する。このようにして
開示すべき CSR／サステナビリティ会計情報の特定
と，公表における共通化ないしは統一化を推進し，汎
用性の高い CSR／サステナビリティ会計の確立なら
びに標準化を目指す。これにより CSR活動に対する
貨幣的検証が可能となり，CSR／サステナビリティ会
計情報の分析と評価が経営意思決定のツールとなり，
かつ企業内外の多様なステークホルダーとのコミュニ
ケーションツールとして，アカウンタビリティの遂行
において重要な役割を果たす。すなわち，CSR／サス
テナビリティ会計情報の開示が CSR／サステナビリ
ティ経営の実践をさらに促進し，経営意思決定のツー
ルの役割を果たすと同時に，社会に対するアカウンタ
ビリティ遂行の重要な手段になると考えられる。今後
も，組織の社会的責任が，組織の社会的信用の向上に
おいて必要不可欠な要素となっていくものと考えら
れ，そのための CSR／サステナビリティ会計の役割
が期待される。
注
1） 環境省では，企業の環境マネジメントの取組状況，環境
に関する情報の公開，環境報告書の作成・公表等の取組
状況等について，平成 3年度から毎年継続して調査を実施
している。平成 21年度については平成 22年 8月～9月に
かけてアンケート調査を実施した。調査対象は，東京，
大阪及び名古屋証券取引所 1部及び 2部上場企業 2，415
社，従業員 500人以上の非上場企業及び事務所 4，282社，
合計 6，697社。有効回答数は，東京，大阪及び名古屋証
券取引所 1部及び 2部上場企業 1，142社（47．3％），従業
員 500人以上の非上場企業及び事務所 1，894社（44．2
％），合計 3，036社（45．3％）。
2） 国際標準化機構（ISO）は，各国の標準化機関（ISO会員
団体）による世界的な連合である。国際規格の作成作業
は，通常，ISO専門委員会を通じて実施される。専門委員
会が設置された対象内容に関心のある会員団体は，当該
委員会に代表を送る権利を有する。国際機関，政府機関
及び非政府機関も ISOと連携して作業を分担する。
3） この国際規格は，90を超える国，及び社会的責任の異な
る側面に関与する国際的又は幅広い基盤を持つ 40を超え
る地域機関のエキスパートが関与する，マルチステーク
ホルダーアプローチによって作成された。これらのエキ
スパートは，消費者，政府，産業界，労働，非政府組織
（NGO），並びにサービス・サポート・研究・学術及びそ
の他という 6つの異なるステークホルダーグループを代表
している。さらに，起草グループの中で，途上国と先進
国とのバランス及び性別のバランスを満たすよう特別な
社会
利害関係者 主要なテーマ 実行プラン 金額（千円） 指標（効果）
社会
環境保全 環境会計 1，262，588
カーボンディスクロージャープロジェ
クトジャパン index認定
環境面の効果は環境会計参照
社会貢献
工場見学
68，135
地域の子供達との関わり
地域協賛
海外ボランティア
各種フォーラム・イベント協賛
商品提供
福祉活動協賛
その他
合計 1，330，723
出所：ユニ・チャーム HP http : //www.unicharm.co.jp/csr−eco/accounting/index.html 2011/09/29
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